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第１ 基本的な考え方  

 １ 方針の位置づけ 

この方針は、行政経営理念において掲げている私たちの組織のミッション（使命・目的）

と、ビジョン（目指す姿）を実現し、行政サービスの質を向上させていくため、組織としての

具体的な取組方針をとりまとめたものです。 

限られた行政経営資源を最大限活用し、県民の期待に応えていくため、 

「Ⅰ 県民の信頼と期待に応える組織づくり～コンプライアンスの推進～」 

「Ⅱ 共感と対話の県政の推進」 

「Ⅲ 行政サービスを支える基盤づくり」 

を取組の柱とし、効果的・効率的な行政経営を目指します。 

ミッション、ビジョンを達成するための職員の価値観・行動の指針であるバリューととも

に、この方針を職員一人ひとりが日頃から常に意識し、業務に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 取組の進め方 

この方針に基づき具体的な取組を進めていきますが、このうち主要なものについては、あら

かじめ毎年度県民の皆様にお示しします。 

また、具体的な取組の結果を毎年度公表するとともに、これを検証し翌年度以降の取組の改

善につなげていきます。 

なお、この検証の結果及び本県の行財政を取り巻く環境の変化に応じて、方針の見直しを行

うこととします。 
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第２ 具体的な取組内容  

Ⅰ 県民の信頼と期待に応える組織づくり～コンプライアンスの推進～ 

本県が目指すコンプライアンスとは、法令に基づく業務執行を基本としつつも、単なる法令遵

守という受け身の姿勢に留まらず、社会の環境変化に敏感に対応し、必要ならばルール自体の見

直しに柔軟に取り組むことであり、これにより、県民や社会からの要請に的確に応えていくこと

を本旨とするものです。 

県民の信頼と期待に応えることができる組織づくりに向け、次の３項目の一体的な取り組みに

よりコンプライアンスを推進します。 

１「県民起点」の意識改革 

県民の期待に応えていくためには、「県民から何を望まれているか」を的確に把握して行動に

つなげること、目的意識やコスト意識を明確に持つこと、予算獲得に傾注するよりも成果を重

視して取り組むことなど、常に「県民起点」の意識を持って業務を遂行する姿勢が求められま

す。 

職員が行政経営理念を共有し、コンプライアンスを「自分ごと」として考える意識改革を進

めます。 

２ 風通しのよい対話にあふれた組織づくり 

様々な課題に適切かつ迅速に対応するためには、前例踏襲ではなく新しいことに対して意欲

的に挑戦する組織風土への変革と、風通しのよいオープンな職場づくりが必要です。 

職員間、組織間の情報共有を図るとともに、所属内のみならず、本庁と現地機関の間におい

ても、職員同士が異なる視点に基づく意見を率直に出し合い、自由闊達に議論しながらチーム

ワークで問題の解決策を模索することができるよう、対話を重視して取り組みます。 

３ しごと改革（しごとの質と生産性の向上） 

県民の思いや声を反映した最高品質の行政サービスの提供に向けて、これまでの制度、しご

との仕方などの根本的な見直しや改善に不断に取り組むとともに、ＩＣＴ※の積極的な活用等に

よる業務の効率化を進めます。あわせて、業務上のリスクをあらかじめ把握し、業務の改善な

ど必要な対策を講じることによりリスクの発生を抑制するリスクマネジメントに取り組みます。 

また、限られた人員を有効に活用して、行政課題に的確に対応できる効率的な組織づくりに

努めます。地域振興局の設置に伴い、現地機関が専門性と総合性を発揮して、主体的・積極的

に地域の課題解決に取り組めるよう、職員一人ひとりが現場重視の意識を持って業務にあたる

とともに、本庁による現地機関へのサポートを適切に行うよう取り組みます。 

 

 

 

 

 
※ICT：インフォメーションアンドコミュニケーションテクノロジーの略。情報通信技術のこと 
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Ⅱ 共感と対話の県政の推進 

    県民との「対話」を通じて、双方向の「共感」を大切にしながら、様々な課題について県民と

共に考え、行動する県行政を目指します。 

 
 １ 多様な主体との協働の推進 

県と多様な主体との協働を一層推進し、県民ニーズに即した効果的・効率的な行政サービス

の提供に努めます。 
 

  （１）県民協働の推進  

      地域や社会の課題を解決するために、県民、ＮＰＯ、企業など多様な主体が、共に助け

合い、支え合う共助の精神で活動することが重要です。共助社会づくりに向けて、県民の

社会参画の機会の拡大を図るとともに県民満足度の高い行政サービスの提供につなげるた

め、様々な分野において、県と多様な主体との協働を一層推進します。特に、これからの

時代を担う若者との協働の拡大に努めます。 

      また、地域において共助の中心的役割を担うＮＰＯの活動を活発にするため、活動基盤

の強化に向けた支援や、ＮＰＯ間で情報・ノウハウを共有し連携するための場を設けるほ

か、県との調整機能を果たす強力な中間支援組織の育成に取り組みます。 
 

  （２）民間ノウハウの積極的活用 

民間企業等の優れたノウハウを積極的に活用することにより、行政サービスの質の向上

や業務の効率化はもとより、民間企業等の事業拡大や雇用の創出にもつながることが期待

されます。 

このため、施設の建設・運営等へのＰＰＰ・ＰＦＩ※の導入については、その効果と課題

を十分に検証し、活用について検討します。 

また、導入をしてきた指定管理者制度や民間委託については、県管理の必要性、他の自

治体の導入状況、導入の効果や課題などを見極めた上で、引き続き新たな施設への導入の

可能性を追求します。 

なお、指定管理者制度を導入している施設については、管理者との積極的な意見交換や

第三者評価を通じ、利用者の視点に立った効果的・効率的な管理運営に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 
 ※PPP（パブリック・プライベート・パートナーシップ）：指定管理者制度など、公民が連携して公共サービスの提供を行う仕組のこと

※PFI（プライベイト・ファイナンス・イニシアティブ）：公共施工等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用 

し、公共サービスの提供を民間主導で行うこと 
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２ 県民参加による対話型の行政運営 

県民との対話により、丁寧にニーズを把握するとともに、県政への理解と参加が得られるよ

う、わかりやすく積極的な情報発信に取り組みます。 

（１）広報・情報発信の充実 

開かれた県政を実現するため、職員一人ひとりの「発信力」を磨き、県行政の取組や長

野県の魅力を、わかりやすくタイムリーに発信するとともに、組織として一体感のある広

報活動に取り組みます。 

広報の実施にあたっては、冊子や新聞、テレビ、ラジオなど、多様な広報媒体の効果的

な活用を図るほか、インターネットを積極的に活用するとともに、より見やすく、より使

いやすいホームページづくりにも取り組みます。 
 

   （２）県民の声の行政運営への反映 

県民参加による開かれた県政を推進するためには、幅広く県民の意見を聴くことが大切

です。 

このため、各部局における施策の企画立案や事業実施にあたっては、県民や関係者の意

見の把握に努め、県政タウンミーティング、県政モニター制度、県民ホットライン制度な

ど様々な広聴の機会を有効に活用するとともに、これらに寄せられた意見を組織全体で共

有し、県民のニーズや声を的確に県政に反映するよう努めます。 

また、審議会等の運営にあたっては、公募や女性参画の拡大などにより、幅広い分野か

ら適切な人材が選任されるよう取り組みます。 

 

３ 市町村等との連携の推進 

広域的な課題や事業効果の高まりが期待される分野等において、市町村や他県等との連携を

進めるとともに、地域の実情に応じ市町村間連携など市町村の行政運営を支援します。 
 

（１）市町村、他県等との連携 

災害対応や雇用対策、観光振興などについて、今後も継続して市町村や他県、国と連携

して必要な取組を進め、事業等の効果的な実施を図ります。 
 

（２）市町村間連携等の推進 

行政サービスの持続的かつ効果的な提供において有効である連携中枢都市圏・定住自立

圏など圏域単位での市町村間連携の取組を進めます。また、圏域単位の市町村間連携だけ

では対応が難しい課題については、県による補完も含めた連携のあり方を市町村とともに

検討し、実行可能なものから実施していきます。 

あわせて、県の業務を移譲することにより、事務の効率化が図られるものや住民の利便

性向上に資するものについては、市町村等の意向を十分に確認しながら市町村等への移譲

を推進します。 
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Ⅲ 行政サービスを支える基盤づくり 

限られた人員や財源のもと、多様化・複雑化する行政課題に対応し、質の高い県民サービスを

継続的に提供していくために、行政経営資源（人材・ファシリティ・財政・情報）を適切にマネ

ジメントします。 

 

 １ 職員の育成と適正配置 

職員一人ひとりの意欲と能力を最大限に引き出す育成と職場環境づくりを推進するとともに、

適正な職員配置に取り組みます。 
 

  （１）職員の計画的な採用と育成・登用 

      継続的に安定した組織運営に資するよう、職員の年齢構成の適正化を考慮しながら、将

来を見据えて計画的に職員を採用します。あわせて、多様化、複雑化する行政課題に的確

に対応できるよう、任期付職員の活用を含め、優秀で多様な職員の確保に取り組みます。 

      また、職員の「共感力」「政策力」「発信力」の強化を図るとともに、“強み”を育て、活

かす取組を進めます。特に、女性職員のキャリア形成の支援や管理職への登用等に積極的

に取り組み、男女を問わず意欲と能力のある職員の活躍を推進します。 
 

（２）職員のワ－クライフバランスの推進 

      全ての職員が仕事と暮らしを両立できるよう、育児休業、介護休暇や年次休暇等の取得、

時差勤務やテレワークの実施を促進するなど、働き方改革に積極的に取り組みます。 

また、職員数が減少し、行政課題が山積する中においても、しごと改革や意識改革を進

め、総労働時間の短縮が組織文化として定着するよう取り組みます。 
 

（３）職員の適正配置 

      将来にわたり人口減少が避けられない状況にあって、人口規模等に応じて正規職員を確

保しつつ、業務の変動に応じて任期付職員や非常勤職員など多様な雇用形態の職員を配置

するものとし、職員数・総人件費の適正化に取り組みます。 

 

２ ファシリティマネジメント※の推進 

ファシリティマネジメント基本計画に基づき、県有財産の総合的な管理と利活用を推進する

とともに、施設の老朽化に適切に対応するため中長期的な視点で計画的に修繕・改修を推進し

ます。 
 

  （１）県有財産の総量縮小 

利活用見込みのない県有財産の売却及び劣化が著しい施設の除却を推進するとともに、

利用者の利便性やサービス向上の観点から、県有施設の市町村や民間への譲渡・移管を進

めるなど、県有財産の総量縮小に積極的に取り組みます。 

 
 

※ファシリティマネジメント：土地、建物、工作物などの財産を経営資源と捉え、総合的、長期的な観点により、財産を 

戦略的かつ適正に保有・処分・維持・利活用を行う手法 
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  （２）県有財産の有効活用  

利用者の満足度向上につながる財産の有効活用を推進するとともに、歳入確保・歳出削

減に向けて、広告掲載用の壁貸し、太陽光発電用の屋根貸しなど各種貸付制度の導入施設

の拡大、市町村との連携による活用方法の検討を行うほか、職員宿舎の管理事務の集約化

と共同利用を進めるなど、県有財産の一層の効率的利用を推進します。 
 

  （３）県有施設の長寿命化 

今後も継続して利用していく施設について、計画的に修繕、改修工事を実施するため、

中長期修繕・改修計画を策定し、施設の長寿命化を推進するとともに、利用者等の安全を

確保するため、県有施設の耐震化や定期点検の実施体制の整備を推進します。 
 

  （４）県有施設の省エネ化などによる維持管理の適正化 

施設の維持管理にあたっては、エネルギーマネジメントを実践し、省エネルギー化を推

進するとともに、類似施設との比較分析、委託業務の仕様書等の統一などにより維持管理

の適正化を図ります。 

 

 

３ 持続可能な財政運営 

歳入の確保、施策・予算の重点化を常に意識して、県民の理解を得ながら、将来世代に過度

な負担を残さない持続可能な財政運営に努めます。 
 

  （１）歳入確保の取組 

① 新たな歳入確保 

ネーミングライツ(県有施設の命名権)や広告収入など新たな自主財源の確保に向けて、こ

れまでの取組の拡大や新しい仕組みの導入など新たな発想で全庁を挙げて積極的に取り組み

ます。 

また、更に工夫を重ね、ふるさと信州寄付金を始めとした寄付金収入の確保に取り組みま

す。 

 

② 県税収入の確保 

成長期待分野の支援や企業誘致等により産業を活性化させることを通じて中長期的観点か

ら県税収入の確保に努めるとともに、滞納整理の強化による未収金の縮減に努めます。 

また、分権時代にふさわしい政策税制について検討を進めます。 

 

③ 受益者負担の適正化 

施設の利用や特定の方のために行うサービスについては、利用者に経費の実費相当額を負

担していただいています。業務間の公平性や社会情勢の変化を踏まえ、今後とも適切に見直

しを行います。また、未収金については、縮減目標を設定し厳正な納入を促すなど、適切な

回収に努めます。 
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  （２）施策・予算の重点化 

限られた財源の中で新たな施策に取り組むためには、既存事業を見直して財源を生み出

す必要があります。県が真に果たすべき役割や費用対効果などを踏まえ、施策や予算の重

点化を図ります。 

また、事業実施に当たっては、達成目標に応じた終期の設定を必ず行うこととし、目標

達成状況と事業効果を定期的に検証します。 

さらに、最小のコストで最大の効果が発揮できるよう、事業の実施時期を十分検討すると

ともに、執行段階における業務改善や実施方法の見直しなどにより省力化や経費節減に最

大限努力します。また、契約差金などの不用額は不執行とすることを徹底します。 
 

  （３）将来世代への過度な負担の抑制 

将来世代に過度な負担を残さないため、毎年度の予算編成にあたっては臨時財政対策債を

除く元金ベースのプライマリー・バランス※の黒字を維持するとともに、県債残高のみなら

ず県が将来の負担を保証している団体等の借入金も含めて県全体の債務残高の縮減など将

来負担の抑制に努め、健全化指標など財政指標の改善に努めます。 

 

① 県債発行の考え方 

県債については、世代間負担の公平を図るため社会資本整備の財源として活用する一方、

可能な限り発行抑制に努め、建設事業債の残高は縮減させていきます。 

なお、臨時財政対策債については、多額な発行による償還金の増加が地方財政を大きく圧

迫することが懸念されるため、臨時財政対策債の廃止を含めた抜本的な見直しを引き続き国

に強く求めていきます。 

 

② 財政指標の考え方 

実質公債費比率については、平成27年度まで民間資金債に係る届出制度における協議不要

団体の基準であった16%未満を引き続き維持するとともに、将来負担比率については、全国

平均を上回らない水準を維持するよう努めます。 
 

  （４）県民や地域の声の反映と情報共有・説明責任（アカウンタビリティ）の向上 

① 県民や地域の声の予算編成への反映 

予算要求時点での主要事業や事業見直しの公表、予算要求に対する県民意見の募集などに

より、県民や地域の声を予算編成に反映させます。 

 

② 説明責任（アカウンタビリティ）の向上 

県民の理解と協力を得ながら財政運営していくため、これまで公表してきた県財政の状況

や予算・決算などの情報に加え、新たな公会計制度に基づく財務諸表や県民１人当たりの行

政コストなどを公表し、財政の「見える化」を図ることを通じて、説明責任の向上に努めま

す。また、毎年度の当初予算編成にあわせて、その時点での中期的な財政見通しを作成して

公表していきます。 

 ※プライマリー・バランス：財政の健全性を示す指標で、基礎的財政収支とも言われる。一般的には県債の元利償還額と県債収入と 

の差（元利償還額が大きいと黒字）を用いるが、本県ではより厳しく、県債の元金償還額と県債収入との差を指標としており、この 

値が黒字である場合は、県債残高の減少を意味する。 
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４ 情報資産の活用と保全   

  効果的・効率的な業務の推進に向け、情報資産※の積極的な利活用と保全に取り組みます。 
 

  （１）情報資産を活用した業務の推進 

タブレット端末やパソコンを利用したペーパーレス会議、テレビ会議システムやテレワ

ーク（在宅勤務・サテライトオフィス勤務）の利用拡大など、業務の改善・効率化を図る

ため、ＩＣＴを活用したしごと改革の推進とそれを支える基盤整備に、引き続き取り組み

ます。 

また、一層効果的かつ的確な事業を推進するため、職員一人ひとりが統計データを有効

に活用するなど、数値や客観的な事実に基づく事業立案、適切な目標設定や取組成果の検

証・分析に取り組みます。 

さらに、行政の透明性・信頼性の向上や親しみやすい県政運営の一層の推進を図るため、

統計データをはじめ県が保有する様々な情報をわかりやすく発信するとともに、２次利用

可能な形でインターネット上に公開するオープンデータの取組を進めます。 
 

  （２）情報資産の保全 

情報資産の活用に当たり、県が保有する機密情報や個人情報等の情報資産を適正かつ適

切に管理し、コンピュータウィルスやサイバー攻撃による不正アクセス等の脅威から保全

するため、全職員が情報を適切に扱い利活用する能力（情報リテラシー）を備えて情報セ

キュリティ対策を徹底するとともに、個人情報の適切な管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※情報資産：①ネットワーク、情報システム及びこれらに関する設備、電磁的記録媒体 ②ネットワーク及び情報システムで取り扱う

様々な情報（これらを印刷した文書も含む。)をいう。 


